
１．基本目標指標の現状

２．進捗評価指標の現状

※市内総生産の数値は時点修正された最新の数値を採用

経済活動市内総生産

指標名 【2017年度】
実績（基準）

【202０年度】
見直し策定時

【2022年度】
実績（現状）

基準増減 【2020年度比】
達成率

【2024年度】
目標 備考 ※目標値の考え方

基本目標１．産業基盤の整備・企業誘致の強化

粗付加価値額 3,537億円 ⇒ 3,019億円
※推計値

⇒ 2,853億円
※推計値

-19％ 132％ ⇒
3,050億円
（2％増/年） 毎年2％増

工場立地法届出建築面積 13,748㎡/年 ⇒
68,992㎡
（累計） ⇒ 88,695㎡

※2022年7月実績
23% 128% ⇒

147,992㎡
（累計)

過去３年平均

基本目標２．商業・サービス業の活性化

市内生産額（商業・サービス業） ６９８億円 ⇒ 631億円
※推計値

⇒ 633億円
※推計値

-9％ 100％ ⇒
663億円

（2％増/年） 毎年2％増

経営分析件数 ２６件/年 ⇒ 75件/年 ⇒ 72件/年
※2021実績

＋177％ 96% ⇒ 75件/年 経営発達支援計画より

基本目標３．地場産業の維持拡大

一人当りの信楽焼生産額 696万円 ⇒ 708万円 ⇒ 660万円
※推計値

-5% 93% ⇒
766万円

（2％増/年） 生産性向上年2％

化学工業粗付加価値額 1,923億円 ⇒ 1,528億円 ⇒ 1,805億円
※推計値

-6％ 118% ⇒
1,538億円
（2％増/年） 毎年2％増

基本目標４．新たな産業の創出と創業支援

法人市民税納税者数（1号法人） 1,230人 ⇒ 1,223人 ⇒ 1,230人 ±０％ 100% ⇒
1,303人

（20人増/年）
1号法人（従業員50人以下）平均20
人増/年

市内観光消費額 150億円 ⇒ 149億円 ⇒ 143億円
※推計値

-5% 96% ⇒ 181億円 観光振興計画より

基本目標５．経営と雇用の安定化

市民税納税者数 46,848人 ⇒ 47,720人 ⇒ 47,975人 ＋２％ 100% ⇒
48,920人

(300人増/年)
毎年300人増(3年間平均)

事業計画策定件数 ７５件/年 ⇒ ６５件/年 ⇒ 67件/年 -10% 103% ⇒ 65件/年 経営発達支援計画より
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甲 賀 市 商 工 業 振 興 計 画 各 指 標 の 現 状 等

資料１

【2015年度】
（実績）

【2020年度】
（見直し策定時）

【202２年度】
（推計値）

【2024年度】
（目標）

【2028年度】
（目標）

6,132億円 5,266億円 5,284億円 5,531億円 5,987億円

(基準年) (約14％減) （約14％減） (約10％減) (約2％減)



３．各指標の推計値の求め方について（補足説明）

（１）経済活動市内総生産（商業・サービス含む）について
・現時点で公表されている2018年（平成30年）までの実績値（時点修正有）と法人市民税の決算額・予算額
から推計。（以下、市内総生産の積算表を抜粋）

（２）粗付加価値額・化学工業粗付加価値額について
・上記の市内総生産の推計値を踏まえ、現時点で公表されている2019年（令和元年）までの実績値より推計。

（３）一人当たりの信楽焼生産額について
・現時点で公表されている2021年（令和3年）までの実績値を踏まえ、過去10年の動きから推計。
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年度 法人税収額（千円） 備考１ 備考２ 市内総生産（百万） 備考

平成２０年度 2008 1,760,974 決算額 518,503 実績値
平成２１年度 2009 1,074,388 決算額 506,257 実績値
平成２２年度 2010 1,539,262 決算額 544,615 実績値
平成２３年度 2011 1,563,635 決算額 577,998 実績値
平成２４年度 2012 1,413,880 決算額 468,972 実績値
平成２５年度 2013 1,392,029 決算額 495,221 実績値
平成２６年度 2014 1,754,245 決算額 532,926 実績値
平成２７年度 2015 1,319,762 決算額 613,156 実績値
平成２８年度 2016 1,925,325 決算額 555,075 実績値
平成２９年度 2017 2,066,572 決算額 577,321 実績値
平成３０年度 2018 1,815,621 決算額 653,364 実績値
令和元年度 2019 2,009,171 決算額 577,906 推計値
令和２年度 2020 1,120,992 決算額 計画策定時予算額 1,301,000千円 515,675 推計値
令和３年度 2021 1,267,741 決算額 計画策定時予算額 729,000千円 525,957 推計値
令和４年度 2022 1,302,376 予算額 528,384 推計値



３．その他（参考）

和暦 西暦 国実質ＧＤＰ
（単位：兆円）

国実質成長率
(単位；％）

経済活動市内総生産
（単位：十万円）

市内総生産成⾧率
（単位：％） 備考

平成19年 2007年 526.70 1.50 533,061 4.33%

平成20年 2008年 520.20 -1.20 518,636 -2.71%リーマンショック

平成21年 2009年 490.60 -5.70 505,904 -2.45%

平成22年 2010年 510.70 4.10 546,451 8.01%

平成23年 2011年 510.80 0.00 580,943 6.31%東日本大震災

平成24年 2012年 517.90 1.40 468,741 -19.31%

平成25年 2013年 528.20 2.00 496,648 5.95%

平成26年 2014年 529.80 0.30 533,784 7.48%

平成27年 2015年 538.10 1.60 614,512 15.12%

平成28年 2016年 542.10 0.80 557,208 -9.33%

平成29年 2017年 551.20 1.70 596,949 7.13%

平成30年 2018年 554.30 0.60 653,364 9.45%

令和元年 2019年 555.80 0.30 ※推計値 577,906 -11.55%

令和2年 2020年 528.06 -5.00 ※推計値 515,675 -10.77%コロナ禍

令和3年 2021年 536.77 2.00 ※推計値 525,957 1.99%

（１）国ＧＤＰの動きと市内総生産の動きについて
・国ＧＤＰは、令和4年6月公表時の数値を反映。
・経済活動市内総生産における2019（令和元年）～2021年（令和3年）分の数値は、法人市民税からの推計
値。
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△検討、●実施、→継続

基本目標 施策 主な事業 事業の概要 実施主体
2020年度
（計画）

2022年度
（現状）

取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

道路、緑地、公共施設
等の適正な管理

道路を常に良好な状態に保つことにより、安全で円滑な交通状況を
確保します。緑地や公園等の公共施設を適切に管理し、良好な操業
環境の保全を図ります。

市
関係機関
民間

● →
個別の事案への対応と併せて、市全
体として戦略的な取り組みが必要。

立地企業のニーズを聞き取り、施策
の検討を進める。併せて、部局横断
で企業のニーズにきめ細やかに対応
する仕組みづくりを行う。

→

産業インフラの整備

道路整備基本計画に基づき主要な工業団地とインターチェンジ等と
を結ぶ円滑なアクセス環境を形成するとともに、新名神高速道路等
の広域的な交通網を活かし、産業振興を担う道路整備を推進しま
す。

市
関係機関

△ △
利便性向上や安全対策等に加えて、
産業振興を目的とした道路整備を戦
略的に進める仕組みが必要。

名神名阪連絡道路の整備推進等、新
名神高速道路等の広域交通網を活か
した幹線道路網の強化を図る。

●

公共交通の利便性向上
地域公共交通網形成計画に基づき、公共交通機関のベストミックス
による公共交通の利便性向上を図ります。

市
関係機関

△ △

地域の公共交通の維持や利便性の向
上に加えて、産業振興を目的とした
公共交通施策を進める仕組みが必
要。

立地企業のニーズを聞き取り、施策
の検討を進める。併せて、部局横断
で企業のニーズにきめ細やかに対応
する仕組みづくりを行う。

●

通勤課題の解消
工業団地等への通勤対策に対する支援制度の創設や、DX等の活用に
よる新たな交通システムの構築について検討します。

市
民間

● →

市内企業の設備投資や新規立地が進
む中、市内企業より、人材確保等の
観点から広域から人材が確保できる
よう通勤課題の解消が求められてい
る。

立地企業のニーズを聞き取り、施策
の検討を進める。併せて、部局横断
で企業のニーズにきめ細やかに対応
する仕組みづくりを行う。

→

新たな工業用地の整備
不足する工業用地を確保するため、インターチェンジ周辺など、新
たな工業団地の整備を進めます。

市
民間

● →

新名神工業団地（第１期）の事業用
地は完売。今後も工業用地の不足が
予想されることから、引き続き工業
用地確保に向けた取組みが必要。

不足する工業用地を確保するため、
新名神甲賀工業団地（第２期）を整
備中。

→

緑地等の基準を緩和
不足する事業用地を確保し、設備投資の機会ロスを防ぐため甲賀市
工場立地法における緑地等の基準の特例を定める条例により、緑地
等の基準緩和を維持します。

市 ● →
緑地等の基準の特例による規制緩和
により設備投資を更に呼び込む。

緑地等の基準の特例による規制緩和
についてPRを進め、設備投資を更に
呼び込む。

→

事業用地台帳の整備
企業誘致の可能性のある産業用地を抽出し、データベース化による
情報提供を行い、企業誘致を促進します。

市 ● →

市内の市街化区域の空閑地等、企業
立地のニーズに応えられる用地の調
査を進め、民間活用を促す仕組みが
必要。

市内の市街化区域の空閑地等、企業
立地のニーズに応えられる用地の調
査を進め、民間活用を促す仕組みづ
くりを進める。

→

土地利用の調整
産業用地の確保を阻害する利用規制などにかかる調整を進め、産業
用地の創出に努めます。

市 ● →
企業立地のニーズが高い地域におけ
る農振農用地、市街化調整区域と
いった規制の調整が必要。

立地企業のニーズを聞き取り、施策
の検討を進める。併せて、部局横断
で企業のニーズにきめ細やかに対応
する仕組みづくりを行う。

→

企業誘致・立地の推進

本市の立地環境やものづくり産業の集積といった強みを活かし、付
加価値の高いモノづくり産業に重点を置いて、事業活動の中核とな
る本社機能や研究開発機能等を有する企業の設備投資の促進を図り
ます。

市
関係機関

● →
土地利用の調整や優遇制度の検討
等、戦略的な企業立地を進めるため
の仕組みが必要。

部局横断で企業のニーズに決め細や
かに対応する仕組みづくりを行い、
戦略的な企業誘致を進めるため、市
施策のパッケージ化を進める。

→

甲　賀　市　商　工　業　振　興　計　画　関　係　事　業　の　進　捗　状　況

①．企業活動を活性
化させる環境（道
路・公共交通等）整
備

②．工業用地創出に
よる、企業誘致・立
地の推進１．産業基盤の

整備・企業誘致
の強化

資料２
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△検討、●実施、→継続

基本目標 施策 主な事業 事業の概要 実施主体
2020年度
（計画）

2022年度
（現状）

取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

固定資産税の不均一課
税の実施

市内における企業等の新たな立地・設備投資を支援し、産業の振興
と雇用機会の拡大を図るため、固定資産税の特別措置（減税）を行
います。

市 ● →
立地企業の波及効果を踏まえた、メ
リハリのある優遇制度の検討が必
要。

国、県の優遇制度との調整を図りな
がら、メリハリのある優遇制度の検
討を進める。

→

サテライトオフィスの
導入支援

企業等が設置するサテライトオフィスを支援し、地方における新た
なビジネスのスタートや事業拡大を促進します。

市 △ ●
地方移住を進め、サテライトオフィ
ス等の新しい働き方への対応が必
要。

サテライトオフィス、シェアオフィ
ス、コワーキングスペース等の新規
開設等への補助を進める。

→

生産性向上特別措置法
に基づく中小企業の設
備投資の支援

中小企業の労働生産性の向上と設備投資の後押しをするため、国の
指針に従い、生産性向上特別措置法に基づく導入促進基本計画を定
め、中小企業が実施する設備投資を支援します。

市 ● →
中小企業の生産性向上への支援を継
続する。

国等の施策を踏まえ、切れ目無く支
援ができるよう情報収集を行う。

→

国・県等補助制度の活
用促進

ＤＸの推進やカーボンニュートラルの実現に向け、設備投資や新た
な商品開発等に取り組む事業者が国や県・関係機関の実施する支援
制度を有効活用できるよう情報提供に努めます。
補助金や融資制度等に関連する企業からの問い合わせに対し、市だ
けでなく県や国等の制度についてもワンストップで対応できるよう
な相談体制の整備を進めます。

市
関係機関

● →
事業者からの相談内容にきめ細やか
に対応するため、ワンストップでの
対応を継続する。

立地企業のニーズを聞き取り、施策
の検討を進める。併せて、部局横断
で企業のニーズにきめ細やかに対応
する仕組みづくりを行う。また、
国、県等の関係機関との情報交換等
を更に密にする。

→

新商品開発等の促進
地域特性を活かした特産品の開発、付加価値の向上、販売拡大等の
ため、開発資金確保や大学等と企業とのマッチング機会の創出など
による新たな商品の開発を促進します。

市
関係機関
民間
大学等

● →
商工会との連携による補助金の活用
のほか、関係団体や支援機関との連
携が必要。

市内産品の地産地消を目的として関
係団体と連携した取組みを検討す
る。

→

異業種間連携の推進
関連産業だけでなく、多様な産業との連携による、地域資源を活用
した新事業の創出等の取組を推進します。

市
関係機関
民間

● →
工業会や商工会の異業種交流に加
え、テーマや目的を絞ったプロジェ
クトを掘り起す必要がある。

市内産品の地産地消を目的として関
係団体と連携した取組みを検討す
る。

→

６次産業化の推進
地元で生産された農産物の付加価値向上を目指した、農林業者によ
る６次産業化の取組を推進します。

市
関係機関
民間

● →
商工会やＪＡとの連携による補助金
の活用のほか、関係団体や支援機関
との連携が必要。

市内産品の地産地消を目的として関
係団体と連携した取組みを検討す
る。

→

②．きめ細かな伴走
支援の仕組みづくり

関係機関による一体的
な支援拠点の整備

中小企業の多様な経営課題に対応するための総合的な相談窓口とな
り、関係機関の支援ネットワークのハブ機能を有し、継続して支援
を行う拠点となる甲賀ビジネスサポートセンターを中心に中小企業
を支援します。

市
関係機関

△ ●
甲賀市商工会が設置した甲賀ビジネ
スサポートセンターとの密な連携を
検討する。

甲賀市商工会が設置した甲賀ビジネ
スサポートセンターと密に連携し、
取組みを進める。

→

経営相談の強化
商業者が消費者のニーズを把握し、ＤＸの推進、商品構成、営業時
間等の店舗運営に反映できるような取り組みに対する相談体制の強
化を図ります。

市
関係機関

△ ●
甲賀市商工会が設置した甲賀ビジネ
スサポートセンターとの密な連携を
検討する。

甲賀市商工会が設置した甲賀ビジネ
スサポートセンターと密に連携し、
取組みを進める。

→

経営支援制度の充実

事業者のニーズを把握し、国や県、関係機関等の各種支援制度の活
用を図るとともに、最適な直接支援制度の創出について検討しま
す。
ＤＸ等の新たな技術を活用し生産性向上に取組む事業者への支援を
行います。

 市関係機関 △ ●
甲賀市商工会が設置した甲賀ビジネ
スサポートセンターとの密な連携を
検討する。

甲賀市商工会が設置した甲賀ビジネ
スサポートセンターと密に連携し、
取組みを進める。

→

①．農商工連携によ
る地域資源の活用

２．商業・サー
ビス業の活性化

③．意欲的な個店等
の直接支援

③．優遇措置等によ
る設備投資の促進
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△検討、●実施、→継続

基本目標 施策 主な事業 事業の概要 実施主体
2020年度
（計画）

2022年度
（現状）

取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

経営資金の確保

現行の小口融資を引き続き実施し、適切な融資により企業の経営基
盤の安定化を目指します。
信用保証や各種融資・補助制度など、中小企業の経営支援のための
国や県及び各種団体の制度を有効に活用できるよう、情報を収集し
提供に努めます。

 市関係機関 ● →
市内金融機関との連携により、小口
融資等の施策に取組む。

市内金融機関との連携により、小口
融資等の施策に取組むとともに、甲
賀ビジネスサポートセンター等の支
援機関とも連携した取組みを検討す
る。

→

3



△検討、●実施、→継続

基本目標 施策 主な事業 事業の概要 実施主体
2020年度
（計画）

2022年度
（現状）

取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

くすりのまち甲賀の情
報発信等による薬業の
振興

くすりのまち甲賀を国内外に発信し、イメージ向上を図り地場企業
を側面支援するため、薬業に関する普及啓発や学習会及び研修会の
実施、薬業に関する歴史的、民俗的、産業的資料等の収集、保管及
び展示を行い、薬業振興ネットワークの強化を図ります。
超高齢社会における新たな配置薬販売のビジネスモデルについて検
討します。

市
関係機関
民間
大学等

● →

くすり学習館を活用した情報発信に
取組む。
併せて、産官学金連携による薬業振
興に関する具体的な取組みが必要。

市内の観光拠点の整備に併せて、く
すり学習館での情報発信を強化す
る。
また、関係団体や地元企業、近隣大
学と連携し、薬業振興に関するプロ
ジェクトを掘り起す。

→

六古窯信楽焼のブラン
ド向上

信楽焼の技術や価値を展示・紹介し、これらの文化を未来に承継す
ることを目的とする新たな拠点施設の整備や信楽焼産業製品の展
示、日本遺産に認定された六古窯信楽焼のブランド化等により、信
楽焼の産業を国内外に発信し、産地としての価値を高め、イメージ
向上を図り地場企業を側面支援します。

市
関係機関
民間

● →

日本遺産の取組みにより他の産地と
の連携を深めるほか、世界的に著名
な造園技師との異業種連携による価
値発信を進める。

日本遺産を契機とした他の産地との
連携を更に深めるほか、信楽焼との
親和性や相乗効果の高い異業種連携
を進め、伝統と革新のバランスを取
りつつ、ブランド価値の向上を図
る。

→

信楽焼の魅力発信によ
る誘客の促進

2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）を見据え、信楽焼のブラ
ンド力をさらに高めるため、イベントを開催し、信楽焼の魅力を世
界に発信することで、日本人観光客・訪日外国人観光客（インバウ
ンド）の誘客を促進します。

市
関係機関
民間

● →

六古窯サミットの開催に向け、地
元・関係機関等と準備を進める。併
せて、ドラマ等のメディアの効果を
最大限活用できるよう、市内全域で
官民連携で取組みを進める。

効果が一過性のものとならないよ
う、地元を巻き込んだ魅力発信に関
する取り組みを継続する。

→

地場産品の市内消費拡
大

市民が日頃から、信楽焼などの地場産品に親しみ、来訪者に自信を
持って紹介できるように市内消費の拡大に努めます。

市
関係機関
民間

● →

地元で開催されるイベントへの支援
や情報発信により、市内消費を促
す。また、ドラマ等のメディアの効
果を市内全域で盛り上げる取り組み
により、市内の消費行動にも繋げ
る。

市民、産地が一体となれる取組みを
更に進める。

→

信楽窯業試験場との連
携による人材育成

研究開発・技術支援・人材育成・魅力発信・連携交流・情報発信の
機能を有する滋賀県立信楽窯業試験場との連携を強化し、技術承
継・人材育成を進めるととに、育てた人材と市内事業者へのマッチ
ングを進めます。

 市関係機関 ● →

日本遺産等について連携して取組む
ほか、将来的な信楽窯業試験場の在
り方や機能を踏まえた連携について
も検討する必要がある。

移転後の信楽窯業試験場の連携によ
り、現在の取組みを更に深めるため
の検討を進める。

→

陶業後継者修学資金へ
の支援

陶業後継者を育成するため、窯業に関する高度な理論と技術を修
め、将来、信楽焼等の関連事業所に就業しようとする者に対し、修
学資金への支援を行い、陶業後継者を育成します。

市 ● →
陶業後継者育成修学資金の活用や信
楽高等学校地域支援協議会への支援
等により陶業後継者の育成を図る。

育成された後継者が市内事業所に定
着し、産地の振興が図れるよう、取
組みを進める。

→

地場産業等の販路開拓

地場産業に携わる中小企業者が、海外や新たな異業種との連携等に
よる新規販路を開拓するための支援を行います。海外販路の開拓に
ついては日本貿易振興機構(ジェトロ)との連携による伴走支援を行
います。

市
関係機関

● →
信楽焼の海外販路開拓について、
ジェトロとの連携により伴走支援を
行う。

信楽焼に加え、お茶、薬等の市内地
場産業の海外販路開拓について検討
を進める。

→

新商品開発等の支援
地域特性を活かした特産品の開発、付加価値の向上、販売拡大等の
ため、開発資金確保や大学等と企業とのマッチング機会の創出など
の支援を行います。

市
関係機関
大学等

● →
新商品開発補助金による支援や情報
発信に取組む。

関係団体等との連携により、新商品
の開発や販路拡大について支援する
仕組みを構築する。

→

３．地場産業の
維持拡大

①．国内外への地場
産業の魅力発信

②．技術や伝統の継
承・後継者育成・担
い手確保

③．新たな市場開
拓・販路の維持拡大
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△検討、●実施、→継続

基本目標 施策 主な事業 事業の概要 実施主体
2020年度
（計画）

2022年度
（現状）

取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

①．地域資源を活か
した地域プロジェク
トの創出

特区等特別支援制度の
創設

地域の「稼ぐ力」を生み出し、地域課題の解決や地域の活性化を図
るリーディングプロジェクトの発掘と特別な支援制度を創設しま
す。

市 △ △

外部有識者による方針検討を行い、
支援対象となるプロジェクトの掘り
起しを行う。民間プロジェクトのほ
か、庁内プロジェクトを中心に検討
を進める。

支援対象となるプロジェクトを掘り
起すため、仕組みづくりや庁内検討
を進める。

●

ＤＸ等活用による新ビ
ジネスの創出

DX等を活用し、高付加価値な新商品開発や生産性向上等を図るため
の新たな手法の調査・検討を進めます。

市
関係機関
大学等

△ △

農工連携による生産性向上等に関す
る調査事業に取り組む。アイデアの
掘り起しから次のステップとなる実
証に至るまでの具体的な動きを促す
仕組みが必要。

リーディングプロジェクトとなる実
証事業の掘り起しを関係団体等との
連携により進める。

●

産官学金連携の推進

大学などの研究機関との交流や連携に加え地域金融機関とも連携
し、新たな刺激やアイデア、技術開発などの知的情報の導入を促進
し、共同作業、共同研究、市場調査や社会実験による新分野・新事
業の創出を促進します。

市
関係機関
民間
大学等

△ △

近隣大学との連携や地域金融機関と
の連携による産官学金プロジェクト
のプレイヤーとなる民間事業者等の
掘り起しが課題。

忍者、信楽焼、薬、お茶等の地位資
源を活かしたテーマのプロジェクト
について、引き続き検討を進める。

●

関係機関による一体的
な支援拠点の整備【再
掲】

中小企業の多様な経営課題に対応するための総合的な相談窓口とな
り、関係機関の支援ネットワークのハブ機能を有し、継続して支援
を行う支援拠点の整備を進めます。

市
関係機関

● →
商工会との連携による補助金の活用
のほか、関係団体や支援機関との連
携が必要。

農業の六次産業化や観光振興等の
テーマに沿った創業を促すよう運用
を検討する。

→

創業支援の強化

起業するにあたって必要な情報や手続きなどを市内外に積極的に発
信するほか、情報提供やアドバイスを行うための相談機能の充実や
創業資金の確保等により、市内で起業に取り組む人々を支援しま
す。

市
関係機関

● →
商工会との連携による補助金の活用
のほか、関係団体や支援機関との連
携が必要。

甲賀ビジネスサポートセンターと密
に連携にするほか、ＪＡや観光協会
等の関係団体とも連携した取組みを
進める。

→

副業から創業への支援
働き方の多様性を認める社会の流れの中で副業から、創業・起業を
目指す人々を支援します。

市
関係機関

△ △

商工会との連携により、創業塾等
や、創業・起業支援を活用するほ
か、創業支援補助金やクラウドファ
ンディング支援事業の活用を進め
る。

商工会・甲賀ビジネスサポートセン
ターと密に連携するほか、創業補助
金やクラウドファンディング支援事
業の活用を進める。

●

地域コミュ二ティビジ
ネスの推進

地域の人々や、本市内での起業や店舗経営を目指す創業者による、
地域コミュニティに立脚したビジネスを推進します。

市
関係機関
民間

△ △
空家活用や中山間地域の振興等の地
域課題とビジネスを結びつける仕組
みづくりについて検討を進める。

甲賀ビジネスサポートセンターと密
に連携にするほか、地域とも連携し
た取組みを進める。

●

創業支援（観光）の推
進

起業するにあたって必要な情報や手続きなどを市内外に積極的に発
信するほか、情報提供やアドバイスを行うための相談機能の充実や
創業資金の確保等により、市内で起業に取り組む人々を支援しま
す。

市
関係機関

● →

甲賀市歴史文化都市構築事業補助金
の活用等により、観光事業者の起業
や観光産業の振興を図る。現在、整
備を進めている観光拠点との相乗効
果を高めるための取組みが必要。

甲賀ビジネスサポートセンターと密
に連携にするほか、ＪＡや観光協会
等の関係団体とも連携した取組みを
進める。

→

③．創業支援の強化
４．新たな産業
の創出と創業支
援

②．産官学連携によ
る新分野・新事業展
開の支援
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△検討、●実施、→継続

基本目標 施策 主な事業 事業の概要 実施主体
2020年度
（計画）

2022年度
（現状）

取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

日本遺産の活用による
インバウンドの推進

日本遺産に認定された、「忍者」「信楽焼」を活用した情報発信に
より、海外からの誘客を推進します。

市
関係機関
民間

● →

関係市町とともに取組む日本遺産活
用事業により情報発信を進める。今
後、更なる地元の巻き込みや自走す
る仕組みが必要。

日本遺産を契機とした他市町や地元
と連携した取組みが持続できる仕組
みづくりを進める。

→

観光関連事業の支援
第２次甲賀市観光振興計画に基づき、多様な観光資源を活用した飲
食店や物販店などの観光産業に関わる事業所への支援を行います。

市
関係機関

● →

甲賀市歴史文化都市構築事業補助金
の活用等により、観光事業者の起業
や観光産業の振興を図る。現在、整
備を進めている観光拠点との相乗効
果を高めるための取組みが必要。

甲賀流リアル忍者館等の観光拠点と
事業者とのネットワーク形成を関係
団体等との連携により進める。

→

観光拠点の整備 忍者を核とする観光拠点およびルートの整備を進めます。
市

関係機関
● →

忍者を核とする甲賀流リアル忍者館
等の観光拠点を活用する。

甲賀流リアル忍者館等の観光拠点と
事業者とのネットワーク形成を関係
団体等との連携により進める。

→

関係機関による一体的
な支援拠点の整備【再
掲】

中小企業の多様な経営課題に対応するための総合的な相談窓口とな
り、関係機関の支援ネットワークのハブ機能を有し、継続して支援
を行う支援拠点の整備を進めます。

市
関係機関

● →
甲賀ビジネスサポートセンターとの
密な連携を検討する。

甲賀ビジネスサポートセンターと密
に連携し、取組みを進める。

→

経営資金の確保

現行の小口融資を引き続き実施し、適切な融資により企業の経営基
盤の安定化を目指します。
信用保証や各種融資・補助制度など、中小企業の経営支援のための
国や県及び各種団体の制度を有効に活用できるよう、情報を収集し
提供に努めます。

市
関係機関

● →
市内金融機関との連携により、小口
融資等の施策に取組む。

市内金融機関との連携により、小口
融資等の施策に取組むとともに、甲
賀ビジネスサポートセンター等の支
援機関とも連携した取組みを検討す
る。

→

域内調達と発注時期の
平準化

市全ての部局で調達に際して地域の事業者が積極的に参加できるよ
う配慮するとともに、計画的な事業経営ができるよう、公共事業等
の発注時期の平準化に努めます。

市 ● →
地域の事業者が公共入札に積極的に
参加できるよう、指名業者制度等を
運用する。

地域の事業者が公共事業等の入札に
積極的に参加できるよう、指名業者
制度等を運用する。

→

市内リフォーム需要の
喚起

地域経済の活性化を図りながら、少子化対策や定住を促進するた
め、市内でのリフォーム需要の喚起を図ります。

市
民間

● →

リフォーム事業補助金の活用によ
り、地域の事業者の活性化と定住人
口の維持・増加を図る。併せて、空
家活用や忍者活用、サテライトオ
フィス用等を目的としたリフォーム
支援を実施。

現在の取組みに加え、空家活用や忍
者活用を目的としたリフォーム支援
について更なる効果的な運用を検討
する。

→

事業承継の促進
事業承継についての意識・意欲向上のため、ノウハウや成功事例な
どを情報提供するとともに、他の支援機関との連携を行い、円滑な
事業承継を促進します。

市
関係機関
民間

● →
甲賀ビジネスサポートセンターとの
密な連携を検討する。

甲賀ビジネスサポートセンターと密
に連携し、取組みを進める。

→

中小企業間の連携推進

専門家の派遣等による、企業間のネットワーク構築と強化を図り、
市内企業の課題発見・解決に向けた取り組みや、経営資源の相互補
完を図るための同業種間での連携の促進、ものづくり中小企業の下
請け構造からの脱却を目指した共同受注体制の確立など、ビジネス
展開に向けた中小企業間の連携を推進します。

市
関係機関
民間

△ △
甲賀ビジネスサポートセンターとの
密な連携を検討する。

甲賀ビジネスサポートセンターと密
に連携し、取組みを進める。

●

②．事業承継・事業
連携の推進

④．観光関連産業の
活性化

①．中小企業の経営
支援
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△検討、●実施、→継続

基本目標 施策 主な事業 事業の概要 実施主体
2020年度
（計画）

2022年度
（現状）

取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

就労支援の強化

関係支援機関とも連携し、中小企業と求職者のマッチングを目指す
合同企業説明会や企業の人材確保をテーマとしたセミナー等を積極
的に紹介することにより、中小企業の人材確保を支援します。ま
た、就職氷河期世代の積極的な雇用を促進します。

市
関係機関

● →

湖南市と合同で合同企業説明会「Ｊ
ＯＢフェア」を開催。求人を出す企
業の参加は多数あるが、求職者を潤
沢に集めることが課題。

近隣大学への宣伝強化に加え、市内
の求職者に市内に働く場所が多数あ
ることを情報発信し、求職者の参加
増加を図る。

→

雇用機会の創出
観光産業やデザイン、コンテンツのクリエイティブ産業などの多様
な雇用機会の創出を図り、雇用のミスマッチ解消に取り組みます。

市
関係機関

△ △

甲賀ビジネスサポートセンターとの
密な連携を進め、市内事業者の活性
化を図るほか、市内事業者と相乗効
果の高い企業誘致等を進める。

甲賀ビジネスサポートセンターと密
に連携にするほか、観光協会等の関
係団体とも連携した取組みを進め
る。

●

若者の奨学金
奨学金の返還を支援することにより、地方での就職を希望する若者
に市内での就職を促進するとともに、若者の市外流出を抑制し、市
外の若者の市内流入を促します。

市
関係機関
民間
大学等

△ ●

市内企業の採用活動において、奨学
金支援事業を活用し、人材確保に努
めるとともに、市内の若者の市外流
出を抑制、市外の若者の市内流入を
進める。

市内企業、市内の若者にに奨学金支
援事業の周知を図り、市内企業への
就職、人材確保を進める。

→

人材育成の支援

関係支援機関との連携により中小企業が抱える人材育成の課題に関
し、相談・援助を行うとともに、研修会を実施するなど中小企業の
人材育成を支援します。
次世代を担う子どもが、ものづくりの楽しさや科学の面白さ等を体
験することによる市のものづくり産業を担う人材の創出・育成につ
いて教育機関と連携し検討します。

市
関係機関
大学等

△ △

企業のニーズの把握や関係支援機関
との役割分担等について整理が必
要。学校側の情報を受ける体制や情
報発信の手法も課題となっている。

企業ニーズの把握を進めるととも
に、連携可能な教育機関の掘り起し
を進める。

●

外国人材の確保

日本語教室など外国人の活躍を支援するとともに、地域経済の活性
化に資する外国人の受入を促進するため、外国人留学生や高度外国
人材等の活用を図るとともに、日本での就労資格を持つ外国人の
ニーズに応じた就労促進を検討します。

市
関係機関

△ △
企業ニーズの把握や外国人雇用を取
り巻く市内の課題について整理を進
める必要がある。

引き続き情報収集を進めるととも
に、市の体制整備や官民連携による
取組みについて検討を進める。

●

④．働き方改革・
ワークライフバラン
スの推進

ワーク･ライフ･バラン
スの推進

仕事と子育てや介護等が両立できる雇用環境づくりをはじめ、人材
の確保・定着や生産性の向上など、企業におけるワーク･ライフ･バ
ランスの取組を推進します。

市
関係機関
民間

● →
市内企業を訪問し情報提供を行う。
企業の生産性向上への取組みや意識
改革を更に進める必要がある。

関係支援機関と連携して情報収集す
るとともに、引き続き企業訪問によ
り情報提供を行う。

→

女性活躍の推進
働く場で「女性の力」を最大限に発揮できるよう、企業や団体との
連携により、ワーク･ライフ･バランスやイクボスを推進します。

市
関係機関
民間

● →
市内企業を訪問し情報提供を行い、
ワーク・ライフ・バランスへの取組
みやイクボス宣言を進める。

イクボス宣言後の取組みについて各
企業にアドバイザーの派遣や働き方
改革セミナーの開催等の支援につい
て検討する。

→

女性の起業・キャリ
アップの促進

起業を目指す女性や女性従業員のキャリアアップを支援する市内の
企業・事業所、子育て中の女性に対し、資格取得にかかる経費の支
援や、各企業で女性の資格取得補助制度などキャリアアップ支援制
度の整備を促進します。

市
関係機関
民間

● →

こうか女性創業セミナー、女性の
チャレンジショップを開催し、女性
の起業を支援。起業後の伴走支援が
必要。
女性の資格取得補助制度により、市
内事業所に勤める女性のキャリア
アップを支援。

甲賀ビジネスサポートセンターと密
に連携し、企業取組みを進める。
引き続き、資格取得支援を軸とした
女性のキャリアアップ支援に取組
む。

→

女性の就労促進
女性の社会参画や就労生活を、就労相談・求人情報の提供・現場見
学など多方面から支援し、就業を支援します。

市
関係機関
民間

● →

合同企業説明会「女性のためのお仕
事フェア」の開催。潜在保育士の職
場復帰を促す「甲賀市人材バンク」
について周知。女性の就職希望者に
対して学習機会が必要。

マザーズ就労相談の開催等、子育て
等で退職した女性の再就職支援につ
いて検討する。女子社員ネットワー
ク事業を検討し、働く女性の事業間
交流による学習機会の場を作る。

→

③．人材の育成・確
保支援

５．経営と雇用
の安定化
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△検討、●実施、→継続

基本目標 施策 主な事業 事業の概要 実施主体
2020年度
（計画）

2022年度
（現状）

取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

高齢者の活躍促進
働く意欲を持つ高齢者が、その培ってきた経験や知識、技能を活か
し、活躍できる場の拡大に努めます。

市
関係機関
民間

● →
シルバー人材センターとの連携によ
る高齢者活躍を推進。

多様な人材の確保のため、シルバー
人材センターと連携して情報発信を
進める。

→

高齢者の就業機会の確
保

シルバー人材センターの活用等により、高齢者の多様な就業ニーズ
に応じた就業機会の確保を推進します。

市
関係機関
民間

● →
シルバー人材センターとの連携によ
る高齢者活躍を推進。

多様な人材の確保のため、シルバー
人材センターと連携して情報発信を
進める。

→

障がい者の活躍促進
障がい者の就労ニーズと企業の雇用ニーズのマッチングを行うな
ど、多様な就労ニーズに応じた雇用機会の確保を促進します。

市
関係機関
民間

● →
障がい者向けの合同企業説明会を開
催し、企業とのマッチングを図る。

多様な就労機会の確保のため、参加
企業や参加者を更に増やせるよう情
報発信を進める。

→

就労支援の強化

関係支援機関とも連携し、中小企業と求職者のマッチングを目指す
合同企業説明会や企業の人材確保をテーマとしたセミナー等を積極
的に紹介することにより、中小企業の人材確保を支援します。ま
た、就職氷河期世代の積極的な雇用を促進します。

市
関係機関

● →

湖南市と合同で合同企業説明会「Ｊ
ＯＢフェア」を開催。求人を出す企
業の参加は多数あるが、求職者を潤
沢に集めることが課題。

近隣大学への宣伝強化に加え、市内
の求職者に市内に働く場所が多数あ
ることを情報発信し、求職者の参加
増加を図る。

→

⑤．女性・高齢者・
障がい者の活躍推進
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△検討、●実施、→継続

プロジェクト 主な取り組み内容 実施主体
2019年度
（計画）

2022年度
（現状） 取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

〇一体的な支援拠点（ビジネ
スサポートセンター）の設置

市
関係機関
民間

● →
令和２年度甲賀ビジネス
サポートセンターオープ
ン。

関係機関による一体的な
支援拠点として活用を行
う。

→

〇計画的な巡回訪問と高度専
門的な窓口相談

市
関係機関
民間

△
ビジネスサポートセン
ターを軸とした関係機関
との連携を検討

●

〇専門家派遣制度及び専門機
関による定例相談窓口の設置

市
関係機関
民間

●
ビジネスサポートセン
ターを軸とした関係機関
との連携を検討

→

〇経営課題解決のための各種
講習会・研修会の開催

市
関係機関
民間

● →
甲賀市商工会において取
組み中

ビジネスサポートセン
ターを軸とした関係機関
との連携を検討

→

〇販路開拓支援・事業承継支
援・創業支援

市
関係機関
民間

● →
市、甲賀市商工会におい
て取組み中

ビジネスサポートセン
ターを軸とした関係機関
との連携を検討

→

〇各種補助金申請支援及び融
資制度のあっせん

市
関係機関
民間

● →
市、甲賀市商工会にて取
組み中

ビジネスサポートセン
ターを軸とした関係機関
との連携を検討

→

〇高卒人材の市内企業就業支
援

市
関係機関
教育機関

△ △ 検討中
学校や保護者を無理なく
巻き込む仕組みづくりが
必要

→

〇外国人材の確保検討
市

関係機関 △ △ 検討中
既にノウハウのある企業
等の知見を活かす取組み
が必要

→

〇都市部在住人材のＵＩＪ
ターン促進

市
関係機関

△ ●

移住支援金や空き家バン
ク等の居住面の支援や、
県のマッチングサイトを
活用した就労支援を行
い、都市部から甲賀市へ
の人口流入に向け取組
中。

滋賀県が運営するマッチ
ングサイト（ＷＯＲＫし
が）を活用を進め、市内
企業への就労および市内
移住に向けた取組みを継
続

→

〇合同就職面接会による雇用
機会の提供

市
関係機関 ● → 各種JOBフェアを開催

若者、女性、障害者向け
のJOBフェアのほか、高齢
者活用についても検討

→

〇インターンシップの活用に
よる雇用促進

市
関係機関
教育機関
民間

△ △ 検討中
市内企業と教育機関との
つなげる仕組みづくりを
検討

→

②人材の確保
と育成支援

　①関係機関
による一体的
な支援拠点
（ビジネスサ
ポートセン
ター）の設
置・運営

重　点　プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト　の　進　捗

資料３
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△検討、●実施、→継続

プロジェクト 主な取り組み内容 実施主体
2019年度
（計画）

2022年度
（現状） 取組状況・課題等 今後の取組 2024年度

〇人材育成に関する相談・支
援体制の強化

市
関係機関 ● →

企業における女性活躍の
推進に取組む

引き続き、市内企業等を
巻き込んだ取組みを継続

→

〇教育機関との連携検討

市
関係機関
教育機関
民間

△ △ 検討中
特に市内高等学校との連
携を検討

→

〇ワーク･ライフ･バランスの
推進

市
関係機関
民間

● →
市内企業に情報提供、計
91社によりイクボス宣言

引き続き、市内企業等を
巻き込んだ取組みを継続

→

〇女性の活躍推進
市

関係機関
民間

● →
女性の働きやすい環境づ
くり、就労支援、起業支
援に取組む

引き続き、市内企業等を
巻き込んだ取組みを継続

→

〇忍者を活用した観光振興の
核となる観光特別地域プロ
ジェクト

市
関係機関
民間

● →
2020年の1次整備に向
け、甲南公民館の改修に
取組む

観光拠点と事業者との
ネットワーク形成を関係
団体等との連携を検討

→

〇公共交通機関の利活用を核
とした都市機能向上による産
業振興プロジェクト

市
関係機関
民間

△ △
貴生川駅周辺の活性化に
向けた構想策定に向けて
庁内横断で取組む

民間企業の巻き込みを進
め、プロジェクトを掘り
起す

●

〇中山間地域における学校活
用プロジェクト

市
関係機関
教育機関
民間

△ ●
廃校の民間活用（養殖事
業、ドローン訓練）を取
組み中。

市内の他の学校について
も検討を継続

→

〇薬と健康をテーマとした産
学官金連携プロジェクト

市
関係機関
教育機関
民間

△ ●
くすり学習館の活用を軸
とした取組みに着手

教育機関や民間企業を巻
き込んだプロジェクトを
掘り起す

→

〇信楽焼を活用した新ビジネ
ス創出プロジェクト

市
関係機関
教育機関
民間

△ ●
ドラマの効果を市内に生
み出す取組みを進める

産地間連携や異業種連携
について検討しプロジェ
クトを掘り起す

→

③新産業特区
プロジェクト
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主な重点プロジェクト
の概要・進捗

1

資料４



プロジェクト② 人材確保と育成支援
合同就職面接会による雇用機会の提供

甲賀市湖南市合同ＪＯＢフェア（若年者対象）

【事業概要】
滋賀県内・近隣他府県の大学、短

大、専門学校に就学する学生等を対
象とした合同就職面接会を開催し、
甲賀市・湖南市内の企業とのマッチ
ングを図ることで企業の人材確保を
支援。
企業向けに合同就職面接会開催前

に事前セミナーを開催し、企業の採
用力向上を図りました。

来場者数 ６７名
（Ｒ4年度実績）

参加企業数 ５０社
（Ｒ4年度実績）

内定者数 ８社・８名
（Ｒ３年度実績）

女性の就労支援

【事業概要】
◆女性活躍推進のためのお仕事フェア

結婚や出産等で離職し、甲賀市で再就
職を希望する女性の就業促進と甲賀市内
の企業・事業所の人材確保につなげるこ
とを目的として女性活躍推進のためのお
仕事フェアを開催。令和４年度も開催予
定。

来場者数 ３４名
参加企業数 １４社
内定者数 ８名

（Ｒ３年度実績）

【事業概要】
◆マザーズ就労相談開催

結婚や出産、子育て等により離職後、
再就職を考えている方等の「働きたい女
性」を対象に無料の託児付きの就労相談
を開催。

相談者数 １２名
総託児数 ８名

（Ｒ3年度実績）
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プロジェクト② 人材確保と育成支援
合同就職面接会による雇用機会の提供

甲賀市湖南市障がい者合同就職面接 就職氷河期世代支援事業

【事業概要】
障がい者の法定雇用率は2.3％であ

り、障がい者を取り巻く環境は厳し
い状況にあります。
一方、企業においてはダイバーシ

ティ・マネジメントの観点から障が
い者雇用が重要視されていることか
ら、障がい者には雇用機会を、企
業・事業所には人材確保の場として、
就職面接会を開催しました。

参加求職者数 １８名
参加企業数 ８社
就職者数 ２名

（Ｒ３年度実績）

令和４年度 令和４年１０月１３日
開催予定

【事業概要】
就職氷河期世代支援員を１名配

置し、就職氷河期世代の雇用機会
の創出や、市内企業への理解促進
を図りました。

◆就職氷河期世代就職面接会
概ね３５歳から５４歳までの就職氷河
期世代で正社員雇用の機会に恵まれな
かった方等を対象に就職面接会を実施。

参加求職者数 ６名
参加企業数 10社
就職者数 ４名

（Ｒ３年度実績）

令和４年度 令和4年１０月
令和5年 ２月

２回開催予定
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くすりを活かした
甲賀らしいまちづくり

に向けて

甲賀のくすりコンソーシアム

4

プロジェクト③ 新産業特区プロジェクト
薬と健康をテーマとした産学官金連携プロジェクト



共通の課題
・各団体が個々に活動しており、横の繋がりがない
・事業が拡大していかない
産業
・次世代の人材の確保と育成が困難
・新事業を立ち上げるための新たな視点の欠如
行政
・地場産業としての「くすり」を活かしきれていない
・「くすり」の特質をまちづくりに繋げられていない
市民団体
・自団体の活動を普及する機会がない

学校
・「くすり」に関する現地実習をする場と機会がない
・学問ではなく事業として「くすり」の可能性を知る
機会がない

【地域性・風土の再認識】くすりに関わる甲賀の地域資源

各種団体の主な課題・現状の再認識

「くすりを活かした甲賀らしいまちづくり」の実現

豊富な薬草・豊かな自然・薬産業の発達・配置売
薬
甲賀忍者・甲賀売薬の歴史・里山の景観・修験道
の隆盛・豊かな食文化・餅米の産地・ササユリの
花etc…

リーディング
プロジェクト

コーディネート

くすり
学習館

くすりへの関心向上

くすり産業の振興
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個々の薬業関連団体等の活動を尊重しながら、企業・学校・市民団体等と行政が連携し、
「くすりを活かした甲賀らしいまちづくり」を実現することを目的とする。

コンソーシアム設立の目的

6

くすりを活かした甲賀らしいまちづくりの実現

コンソーシアム
各種団体の連携

学識経験者
指導・助言

産業
１くすり関連企業
地場企業
進出企業

２薬業協会等団体

３観光企業
エージェントによる
産業ツーリズム企画

行政 教育機関
１甲南高校
バイオかがく系列

２立命館大学
薬学部
薬学研究会

３甲賀地域小学
校
薬草授業

民間団体
１企業等民間団
体
くすり関連企業
薬業協会等団体
観光関連団体

２市民活動団体
NPO団体
地域活動団体

１商工労政課

２甲賀市関連部局
・リアル忍者館
・歴史系資料館
・みなくち子どもの森
・農業振興課
・福祉医療政策課

３滋賀県の薬務行政
薬務感染症対策課
滋賀県薬業技術振興センター

学ぶ 体
験

楽し
む

集
う

くすり学習館

※団体名は想定しているものを含む。



・地域固有の「くすり文化」の継承
と磨き上げ

・「（仮）甲賀の製薬売薬用具」の
国登録有形民俗文化財の登録・活用

・「くすり文化」の情報発信
・一般向け啓発事業
・女性向けビジネス開発事業

・くすり産業の育成、支援
・薬草づくり(農業との連携)
・異業種連携(観光との連携)

・くすり産業を担う人づくりの育成
・高校生以下に向けた薬業への関心
醸成

・立命館大学との連携

甲賀薬草園
プロジェクト(仮称）

文化財
登録

情報発信

産業振興

人材育
成

く
す
り
へ
の
関
心
向
上

く
す
り
産
業
の
振
興

コンソーシアム・各種団体で取り組むこと
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令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和６年度以降

補助額 ２００万円（最大） ２００万円（最大） 未定 未定

事業内容 １ コンソーシアム設立

２ 設立記念講演会開催

３ 記念植樹の実施

１ コンソーシアム総会

２ 総会講演会

３ 薬草園整備の検討
先進地視察

４ 活動内容検討・実施
①市内企業との共同事業の検
討
及び実施

②「（仮）甲賀の製薬売薬用
具」の国登録有形民俗文化

財
の登録を見据えた活用の検

討
③会員参加の仕組みづくり

１ コンソーシアム総会

２ 総会講演会

３ 薬草園整備の検討
整備計画検討

４ 活動内容検討・実施
①市内企業との共同事業の検
討
及び実施

②「（仮）甲賀の製薬売薬用
具」の国登録有形民俗文化

財
の活用

③会員参加の仕組みづくり運
用

１ コンソーシアム総会

２ 総会講演会

３ 薬草園整備の検討
整備計画着手

４ 活動内容検討・実施
①市内企業との共同事業の検
討
及び実施

②「（仮）甲賀の製薬売薬用
具」の国登録有形民俗文化

財
の活用

③会員参加の仕組みづくり運
用

主なｲﾍﾞﾝ
ﾄ

令和4年6月5日
第72回全国植樹祭

令和4年秋頃(予定)
六古窯ｻﾐｯﾄin信楽

令和7年
EXPO2025大阪･関西万博

補助事業の全体計画（案）
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令和４年度先導的官民連携支援事業（事業手法検討支援型）

【事業の概要】

• 本事業は、コロナ禍の影響により観光客が激減した信楽地域の窯元が集積する対象エリアに
おいて、空き家となった元・窯元の施設群を本市が取得・リノベーションし公共施設とすることで
新たな観光交流拠点（「テレビドラマの世界展」会場の移設、イベント広場、スカーレット窯、観
光トイレの導入）として活用するとともに、廃業または空き家となっている複数の窯元の施設や
商店街の空き店舗等を陶芸作家やシェフ、アーティスト等のクリエイターが創作・滞在拠点とし
つつ飲食・物販等の観光事業に取り組む拠点として活用し、これらを一体的な官民連携事業と
して取り組むことで、対象エリア全域の面的な観光まちづくり事業を推進するものである。

• 本事業の対象エリアは、観光エリアであると同時に、窯元の皆様にとっての創作の場であり、
地域住民の皆様の居住エリアでもあることから、地域住民と一体となった事業の推進が不可欠
である。そのため、本事業で導入する具体的な機能や対象とする施設の発掘・利活用方針・事
業条件等についてはワークショップ等により地域住民と協働で検討するとともに、本事業の担
い手となる民間事業者、クリエイター等の発掘・誘致・選定方法等も協働で検討する等、本市と
地域が共創により創り上げていく官民連携事業とする。

• 以上の取り組みにより、観光地と居住エリアの棲み分け・共存を図るとともに、地域一体となっ
た観光サービスの高付加価値化を目指し、観光入込客数よりも観光消費額単価の増加を目標
として、withコロナの時代にあって、限られた来訪者数であっても観光地・地場産業の再生・活
性化、更には波及効果としての連携先周辺地域も含めた地域の活性化を目指すものとする。
【施設の概要】

• 対象施設：本市の観光交流拠点（公共施設）、窯元の遊休施設、空き家、商店街の空き店舗
 対象とする遊休施設、空き家、空き店舗は本調査において発掘（発掘手法は次項で詳述）

• 連携先：信楽駅、信楽伝統産業会館、県立陶芸の森、県立信楽窯業技術試験場

事業・施設の概要
• 本市は旧宿場町である水口宿・土山宿を中心とした歴史・文化
が豊かな街並み・史跡が多く残るエリアの他、甲賀忍者の里や
日本最古の茶産地、国内有数のやきもの産地である信楽エリ
アなど、多くの地域資源を有している。

• 中でも信楽エリアは2019-2020年シーズンの連続テレビ小説「ス
カーレット」の舞台となり、放映当時は多くの観光客で賑わった
ものの、その後のコロナ禍の影響により観光客は激減し、ロケ
地効果は消滅した。

• また、観光入込客数は近年では300万人/年を超えているもの
の（令和元年度は約361万人）、人口は平成21年の約9.6万人を
ピークに減少傾向が続き、現在は約9万人となっている。

• さらに、信楽エリアでは、日本人のライフスタイルの変化や代替
製品の開発、輸入品の増加等を背景に窯元の廃業が進み、伝
統ある地域産業「信楽焼」の産地の再生・活性化が急務である。

• 一方で、窯元の中には施設のリノベーションによる観光拠点化
を試行したり、エリア内で空き家等を活用した新たな店舗が出
店される等、エリア内を観光地化する新たな萌芽が出てきてい
る。加えて、県立陶芸の森前への信楽窯業技術試験場の移転
を契機とした様々な取り組みも期待されている。

• これらの動向を契機とした交流人口の増加と地域経済の活性
化が本市の喫緊の課題である。

• 同時に、本事業の対象エリアは、観光エリアであると同時に、
窯元等にとっての創作の場であり、地域住民の居住エリアでも
あるため、本事業による観光まちづくりが地域の創作や日常生
活と共存していくことが不可欠であり、これらを両立できる観光
振興・地域活性化方策が必要である。

事業・施設の課題

【これまでの経緯】

• 令和３年９月：甲賀市観光振興計画の見直し
• 令和３年９月：甲賀市商工業振興計画の見直し
• 令和４年１月：事業の基本構想を策定（庁内）
【今後の事業化スケジュール】

• 令和４年度：本調査
• 令和５年度：本事業の事業主体の選定、本市施設の設計
• 令和６年度～：各施設の整備・改修～管理運営

検討経緯／事業化スケジュール検討経緯／事業化スケジュール

写真：本市が取得・リノベーション
予定の元・窯元施設群

対象エリア

連携先

連携先

信楽駅

信楽伝統産業会館

滋賀県立陶芸の森

本市の観光交流拠点

商店街

滋賀県立
信楽窯業技術試験場

（移転予定）

プロジェクト③ 新産業特区プロジェクト
信楽焼を活用した新ビジネス創出プロジェクト
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必要経費（補助金要望額）

地域共創型官民連携手法による面的
な観光まちづくり事業に関する調査

２０，０００千円
（うち、補助金２０，０００千円）

調査内容

【先導性】

• 居住エリアに観光資源が内包される観光地において、官民連携事業により行政が一
定の関与をもって観光振興を図る事業に関して、事業の初期段階から事業者を選定
する事業化に至るまで、行政と地域住民が共創して取り組む点が先導的である。

• 特に、公共事業を含む対象事業の事業者の発掘や選定を行政と地域住民が共創して
取り組む例は他に無く、先導的な事業となる。
【汎用性】

• 近年、地方の中小都市において、地域に現存する複数の空き家等を一体的に活用し
分散型観光拠点の形成を図る取り組みが増えつつあるが、これらの事業の多くは居
住エリアに内包され、居住環境の確保と観光振興との両立が大きな課題となっている。

• こうした事業やその他の居住エリアにおける官民連携による観光事業に対して、本事
業の事業化に向けたフレームワークが一つの大きなモデルとなる。

先導性・汎用性
• 令和４年度甲賀市予算計上済。本事業20,000千円に加え、観光施設
取得に向けた調査費等3,000千円を予算化。

• 基本的な構想は庁内で策定済。構想推進に係る庁内ＷＧを設置予定。
• 地縁団体（地元区）及び地元商工観光事業者の団体（商工会）とも課
題を共有できており、今後、地元住民の理解を得るよう調整に入る。

実現可能性

令和４年度 先導的官民連携支援事業（事業手法検討支援型）

• 本事業は、空き家等の活用事業と一体的に実施することから、空き家
等の活用事業等の収益により、本市の観光交流拠点の管理運営費を
削減または民間事業者の負担とすることが期待される。

• 改修費についても、民間ノウハウの活用で削減が期待できる。

有効性有効性

前提条件の整理・先進事例調査

住民ワークショップ等による
対象施設、事業イメージ等の検討

民間事業者の意向調査

事業範囲の確定・概算事業費の算
定

収支シミュレーションの実施・
VFMの算定

最適な官民連携手法の検討

成果のとりまとめ

【調査フロー】

住民ワークショップ等による
事業の担い手の選定方法等の検討

【本調査のポイント】 【事業スキームのイメージ】

①【住民との共創①】住民との共創による対象施設の発掘、事業イメージの検討
• 本事業では、本市の観光交流拠点と一体的に活用する空き家等の施設の発掘
については、地域住民の理解を得ながら進める必要がある。

• そのために、まずは地域住民との共創により、本事業で対象エリアに導入すべ
き機能や利活用方針等の事業イメージ、望ましい事業スキーム、対象エリアに
おける渋滞対策（交通計画）等を検討し、対象施設の発掘等を進める。
② 【住民との共創②】住民との共創による本事業の担い手の発掘
• 本事業の対象施設の大部分は地域住民が所有する施設であること等から、本
事業の担い手は地域住民の想いや本事業の趣旨に十分な理解を持てる事業
者やクリエイターである必要がある。

• そのために、民間事業者への意向調査に際しては、調査対象の抽出段階から
地域住民の意向との摺り合わせ等を実施しながら進めることとする。
③本市・地域・事業者が相応にリスクを分担できる事業スキームの構築
• 本事業は、地域との共存と観光事業の事業性との両立が必要であることから、
民間事業者やクリエイター等にとって高度な運営ノウハウが必要な難易度の高
い事業となることが想定される。

• そのため、高い能力を有するクリエイター等が参画可能な事業スキーム（本市
や地域も相応のリスクを負う等）を構築する。

④ 【住民との共創③】住民との共創による事業の担い手の選定方法等の検討
• 本事業は公共施設と個人所有施設の利活用を一体的に実施するものでること
から、本事業の担い手となる民間事業者やクリエイター等の選定に際しては、
本市と住民が共創して担い手を選定できる方法等を検討する。

地域住民等 本市

民間事業者

空き家等 本市施設

クリエイター等（複数名）

協働で選定賃貸
改修と管理運営

を発注

管理運営

活用

協
働
で
選
定

【ワークショップのメンバー（案）】
• 窯元、陶芸作家等
• 地縁団体（地元区）、地域住民
• 信楽町観光協会、信楽陶器工業協
同組合、信楽陶器卸商業協同組合
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令和３・４年度
新型コロナウイルス

感染症拡大防止臨時経済対策
事業の執行状況
※重点プロジェクト外
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事業継続支援金

⾧らくコロナ禍の影響を受け
た中小事業者等の事業継続を
支援するため、滋賀県が支給
する「事業継続支援金」に市
支援金に上乗せ支援をしまし
た。

支援金額 １０万円
（１期あたり。最大２０万円）

支援件数 ９１６件
内訳:中小事業者291件

個人事業主625件

支援金額 １億５千万円

実施期間 Ｒ3.11.12開始
Ｒ4. 3.25終了

新型コロナウイルス感染症拡大防止臨時経済対策（事業者支援）

商工業小規模事業者事
業維持・活性化支援金

コロナ禍において、原油価格
や燃料費を含む物価の高騰の
影響を受ける市内商工事業者
の負担の軽減を図り、事業の
継続を支援するために支援金
を交付しています。

支援金額

法人 １０万円
個人事業主 ５万円
実施期間 現在実施中

Ｒ4.11.30まで

山村振興地域小売
事業者等支援事業
山村振興地域において地域住
民の生活の維持に重要な役割
を担っている飲食料品等の小
売事業者を支援しました。

支援金額 ３０万円

支援件数 １８件

支援金額 ５４０万円

個人事業主臨時支援金

新型コロナウイルス感染症拡
大に伴う経済的負担を軽減す
るため、滋賀県社会福祉協議
会が実施する「緊急小口資金
等の特例」を受けた個人事業
主の一部を支援しました。

支援金額 最大５万円
（貸付金額の1/4以内）

支援件数 ２６１件

支援金額 １,３００万円

実施期間 現在実施中
Ｒ4.8.31まで

重点プロジェクト外（参考）
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新型コロナウイルス感染症拡大防止臨時経済対策（消費喚起事業）

キャッシュレス
決済ポイント還元事業

新型コロナウイルスの感染拡大への対応
として、普及が進む非接触型のキャッ
シュレス決済の活用を促すとともに、売
上が減少する市内中小規模店舗での消費
喚起を図ることにより、地域経済の活性
化を図ることを目的に実施。

対象店舗 １７１店舗

ポイント還元 ７５,９９０,３７０円
総額 （見込）

実施期間 Ｒ4.6.1～Ｒ4.7.15

お食事・家飲み
プレミアム付商品券事業

新型コロナウイルスの感染拡大の影響を
受ける市内飲食店、宿泊施設および酒類
販売店で利用できる商品券を発行し、市
民や事業者とともに地域経済の好循環を
生み出す事業を実施しています。

対象店舗 １３４店舗

発行冊数 ３０,０００冊
総額 （見込） （1億５千万円相当）

実施期間 現在実施中
Ｒ4.6.6～Ｒ4.10.15

地域経済応援クーポン券
事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受け
た地域の商工業者を支援し、市民の皆様
とともに地域経済の好循環を生み出すた
め、クーポン券を１世帯あたり１冊（５
００円券を５枚）に世帯構成員１人あた
り１冊を加え、全世帯に配布。

対象店舗 ５１９店舗

換金額 ２９３,８１７,０００円

実施期間 Ｒ3.9.1～Ｒ4.1.31
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新型コロナウイルス感染症拡大防止臨時経済対策（新たな生活推進事業）

キャッシュレス決済機械
器具等導入・手数料補助

消費者の利便性の向上や事業者の経営の
効率化を目指すとともに、コロナ禍にお
ける新しい生活様式に対応するため、現
金によらない決済方式にかかる機械器具
等を導入しようとする市内事業者に補助
金を交付しました。

申請件数 １４２件
申請金額 ８,７４４,５４０円
機器導入補助 ７１件

手数料補助 ７１件
実施期間 Ｒ3.7.1～Ｒ4.2.15

サテライトオフィス等
整備通信環境構築事業補助
テレワーク環境の充実を図るため、市が
整備した光ファイバーを利用して、市内
のサテライトオフィス等の新規開設をす
る者に対し、補助金を交付する。

申請件数 ２件

申請金額 １,７０８,０００円

実施期間 Ｒ3.6.1～Ｒ3.11.30

新業態による
事業定着支援事業

市内飲食事業者等が実施するテイクアウ
ト及びキッチンカー等による販売促進イ
ベントを支援しました。
累計 １件 （338,040円）
実施期間 Ｒ3.7.1.～Ｒ4.1.11 

甲賀市役所の敷地利用によるキッチ
ンカー・テイクアウトテントの営業
市内事飲食事業者のキッチンカーやテイ
クアウトテントでの営業機会を創出。

開催合計 ２７回
参加事業者延べ 235事業者

14


